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江戸の花火と涼み舟

暑い盛りの粋な遊びといえば、花火見物に舟遊び。
日本の花火大会は、1733年の江戸・両国から始ま
りました。一方、舟遊びは、そのルーツをたどると古
墳時代までさかのぼります。江戸時代初頭までは皇
族や貴族、将軍だけのぜいたくな遊びでしたが、し
だいに商人たちも舟遊びに興じるようになり、夏の
隅田川にはたくさんの涼み舟が集ったといいます。
天高く咲く花々を舟の上から仰ぎ見る──なんとも
優美な納涼風景です。
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協会からのお知らせ

［不動産お役立ちQ&A］＜法律相談＞
任意後見と法定後見の関係
②任意後見
弁護士　渡辺 晋

［不動産お役立ちQ&A］＜税務相談＞
所得税に関する「特定の基準所得金額の課税の特例」
～極めて高い水準の所得に対する負担の適正化措置～
税理士　山崎 信義

［不動産お役立ちQ&A］＜賃貸管理ビジネス＞

自主管理の入居者が決まりにくい時代に突入！
今こそ「賃貸管理委託」を提案しよう
みらいずコンサルティング株式会社　今井 基次

［宅建士講座］＜宅建士試験合格のコツ＞

法令上の制限　盛土規制法（1）
資格試験受験指導講師　植杉 伸介

［連載］ ＜進む！ 業界のIT化＞

外国資本による日本不動産取得と透明性の課題
株式会社トーラス　木村 幹夫

［連載］ ＜地銀との関係構築㊙術＞

地銀は、本音ベースでは
「不動産事業者」をこう見ています
オペレーショナルデザイン株式会社　佐々木 城夛

新入会員名簿

保証のお知らせ

公益社団法人 不動産保証協会

第53回 定時総会を開催
公益社団法人 全日本不動産協会

第74回 定時総会を開催
一般社団法人 全国不動産協会

令和7年度 定時総会を開催
合同懇親会を開催
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［日　時］令和７年６月25日（水）12：30 ～ 13：45
［場　所］東京・ホテルニューオータニ「鶴東の間」

　令和７年６月25日（水）、公益社団法人不動産保証協会は、ホテルニュー
オータニ（東京都千代田区）にて第53回定時総会を開催しました。
　総会には、代議員390名のうち346名（委任状25名を含む）が出席。令
和６年度事業報告・決算報告・監査報告に関する件、令和７年度事業計画・
収支予算に関する件が報告され、決議事項として、第１号議案 定款の一部
改正に関する件、第２号議案 定款第37条に基づく理事の報酬に関する
件、第３号議案 会費の改定に関する件、第４号議案 任期満了に伴う理事
21名・監事３名選任に関する件が審議・可決されました。
※事業・決算報告書、事業計画・収支予算書は本会ホームページに掲載しております。
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公益社団法人 不動産保証協会

定時総会を開催
第53回
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　総会は12時半から始まり、冒頭で司会の横山鷹史総務委

員長が令和６年度において物故された会員111名の方々に

対し哀悼の意を表し、出席者全員で黙とうを捧げました。続い

て、中村裕昌理事長から次のようなあいさつがありました。

　「いま会員数は37,000社を超え、令和８年度までに４万社

を目指しています。しかし、会員が増えればそれでいいというわけ

ではございません。会員の皆様のために何をやるか。そのような

ことを、本日、令和７年度の事業計画等で報告させていただき

ます。

　保証は法定研修、全日はステップアップトレーニング、TRA

はセミナーと、各地方本部で研修を行っていますが、良い研修

は全国どこからでも視聴できるよう、YouTubeの同時配信やe

ラーニングシステムを使っていきたいと考えています。また相談

事業等も、より一層クオリティを高くして皆様に取り組んでいた

だきたいと思います」。

　次に、沖縄県本部の土田英明代議員が議長に、山形県本

部の山口真司代議員が副議長に選出され、議長から議事録

署名人として、東京都本部の鬼束浩司代議員、岐阜県本部

の野田久貴代議員が指名されました。

　まず報告事項として、長島友伸専務理事、本嶋重夫財務委

員長および和田一夫監事が「令和6年度事業報告・決算報

告・監査報告に関する件、令和7年度事業計画・収支予算に

関する件」を報告。次に決議事項として、疋田貞明資格審査

委員長が第１号議案「定款の一部改正に関する件」、第２号

議案「定款第37条に基づく理事の報酬に関する件」、第３号

議案「会費の改定に関する件」、第４号議案「任期満了に伴う

理事21名・監事３名選任に関する件」について説明し、決議

されました。その後、第27期理事・監事が紹介され、臨時理事

会の討議の結果、東京都本部の中村裕昌氏が理事長に選出

されました。中村理事長は「引き続き理事長を務めさせていただ

くことになりました。保証協会では、今年に入ってから投資家や

みなし業者への弁済が非常に増え、なかには詐欺まがいのよう

なこともあります。将来のことを考えると、全宅保証さんとも話を

し、“投資家やみなし業者への弁済はしない”という話し合いを

していかなければいけないと考えています。今日選任していただ

いた役員の皆さんとともに、一生懸命やっていきたいと思いま

す」と抱負を述べました。

　最後に、中村理事長より理事長推薦理事候補者１名が提

案・承認された後、坊雅勝副理事長が閉会の辞を述べ、第53

回定時総会は滞りなく終了しました。

中村裕昌 理事長 長島友伸 専務理事 本嶋重夫 財務委員長 疋田貞明 資格審査委員長 坊雅勝 副理事長

横山鷹史 総務委員長 土田英明 議長 山口真司 副議長

YouTube連携による「eラーニングシステム」で研修を配信！
全国どこでも受講可能に
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　令和７年６月25日（水）、公益社団法人全日本不動産協会は、ホテルニューオータニ（東京都千代田区）にて
第74回定時総会を開催しました。
　総会には、代議員390名のうち344名（委任状23名を含む）が出席。令和６年度事業報告・決算報告・監査
報告に関する件、令和７年度事業計画・収支予算に関する件が報告され、決議事項として、第１号議案 定款の
一部改正に関する件、第２号議案 定款第37条に基づく理事の報酬に関する件、第３号議案 会費の改定に関
する件、第４号議案 任期満了に伴う理事49名、監事5名選任に関する件が審議・可決されました。

左から：秋山始 名誉顧問、林直清 名誉顧問中村裕昌 理事長

大鎌博 議長 中西雅敬 副議長

定時総会を開催
［日　時］令和７年６月25日（水）14：00 ～ 15：30
［場　所］東京・ホテルニューオータニ「鶴東の間」

公益社団法人 全日本不動産協会 第74回
Special Report
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　14時、司会の佐々木富見夫総務委員長による総会成立の

報告後、議長に東京都本部の大鎌博代議員、副議長に京都府

本部の中西雅敬代議員が選出されました。議長からは、議事録

署名人として青森県本部の高橋克彦代議員、和歌山県本部の

長岡史郎代議員が指名され、承認されました。

　まず報告事項として、竹内秀樹専務理事、萩原幸二財務委

員長および和田一夫監事が「令和６年度事業報告・決算報告・

監査報告に関する件、令和７年度事業計画・収支予算に関す

る件」について報告。

　次に、決議事項として、第１号議案「定款の一部改正に関す

る件」、第２号議案「定款第37条に基づく理事の報酬に関す

る件」、第３号議案「会費の改定に関する件」、第４号議案「任

期満了に伴う理事49名、監事5名選任に関する件」が審議さ

れ、賛成多数で可決されました。

　そして、第38期の理事・監事の紹介が行われた後、臨時理

事会が開催され、討議の結果、中村理事長の再任が決定しま

した。

　最後に、中村裕昌理事長より理事長推薦理事候補者１名

が提案・承認された後、丸岡敬副理事長が閉会の辞を述べ、

第74回定時総会は滞りなく終了の運びとなりました。

竹内秀樹 専務理事

第38期理事

萩原幸二 財務委員長 彌久末務 資格審査委員長 丸岡敬 副理事長 佐々木富見夫 総務委員長

第38期 理事49名および監事5名が決定！
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人間ドックや入院見舞金、ラビー少額短期保険など、さまざまな事業で会員を支援！

　総会は15時45分から始まり、冒頭、中村裕昌会長より「TRAは

会員支援を行うための組織です。たとえばラビー少額短期保険は全

額出資で展開しており、ラビー保証とセットで使うと皆様に相当還元

できるようにしています。また、生命共済では、会員の皆様が万が一

の場合に100万円の共済金をお支払いします。そのほか、人間ドック

や入院見舞金等は、非常に多くの会員の皆様にお使いいただいて

おります。ぜひ、各地方本部でアピールするとともに、ご提案や意見

もお寄せいただきたい。このあと新しく選任される役員の皆さんと一

緒に、TRAをより一層活性化していきたい」とあいさつがありました。

　次に、長崎県本部の田川良智代議員が議長に、神奈川県本部

の松本修代議員が副議長に選出され、議長からは、議事録署名人

として、群馬県本部の新井晴夫代議員、香川県本部の鈴木誠司代

議員が指名されました。

　報告事項は、竹内秀樹専務理事、萩原幸二財務委員長および

和田一夫監事により行われ、次に決議事項として、第１号議案 「定

款」の一部改正に関する件、第２号議案 任期満了に伴う理事21

名、監事３名の選任に関する件について説明し、賛成多数で決議さ

れました。

　続いて行われた臨時理事会での討議の結果、第４期の会長が中

村裕昌氏に決定しました。中村会長より会長推薦理事候補者１名

が提案・承認された後、伊藤明副会長が閉会の辞を述べ、令和７年

度の定時総会は滞りなく終了しました。

　令和７年６月25日（水）、一般社団法人全国不動産協会は、ホテルニューオータニ（東京都千代田区）にて定時
総会を開催しました。
　総会には、代議員391名のうち346名（委任状29名を含む）が出席。令和６年度事業報告・決算報告・監査報
告に関する件、令和７年度事業計画・収支予算に関する件が報告され、決議事項として、第１号議案「定款」の一
部改正に関する件、第２号議案 任期満了に伴う理事21名、監事３名の選任に関する件が審議・可決されました。

Special Report
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定時総会を開催
［日　時］令和７年６月25日（水）15：45 ～ 17：00
［場　所］東京・ホテルニューオータニ「鶴東の間」

一般社団法人 全国不動産協会 令和7年度

08  月刊不動産 ｜ 2025.8



2025大阪・関西万博「大阪ヘルスケアパビリオン」にて、全日ブース出展中！

古川康 国土交通副大臣 菅義偉 元内閣総理大臣

坂井学 国家公安委員長 防災担当大臣 竹谷とし子 公明党代表代行

坂本久 全国宅地建物取引業協会連合会会長中村裕昌 理事長

　公益社団法人全日本不動産協会、公益社団法人不動産保証協会、一般社団法人全国不動産協会は、令和７
年６月25日（水）の定時総会終了後、合同懇親会を行いました。

Special Report
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　冒頭、理事長就任のあいさつに立った中村裕昌理事長は、会員サービス

の充実や空き家対策など、いま当会が総力を挙げて進めている取り組みに

ついて述べたあと、昨今の不動産価格の高騰について「一生懸命働いて

いる人がなかなか住宅を買えないのはやはり問題です。全日の本来の目的

である調査・研究を行う『全日みらい研究所』で提言ができればと思っていま

す」と話しました。また、2025大阪・関西万博「大阪ヘルスケアパビリオン」

に、当会が“ミライの宅建士・未来のまち”をテーマに出展していることをあら

ためてPR。さらに万博出展に際して「ミライREBORNスマイビジョン」を発

表したことを報告しました。

　次に、古川康国土交通副大臣、菅義偉元内閣総理大臣、坂井学防災

担当大臣、竹谷とし子公明党代表代行から祝辞をいただき、坂本久全国

宅地建物取引業協会連合会会長の音頭による乾杯で宴が始まりました。

歓談のなかで、小泉進次郎農林水産大臣、斉藤鉄夫公明党代表等からい

ただいた祝電が読み上げられ、会場は一層の盛り上がりを見せました。

　そして宴もたけなわのころ、丸岡敬副理事長による中締めがあり、懇親会

は盛会裏に幕を閉じました。

［日　時］令和７年６月25日（水）18：00 ～ 19：30
［場　所］東京・ホテルニューオータニ「芙蓉の間」

公益社団法人 全日本不動産協会
公益社団法人 不動産保証協会
一般社団法人 全国不動産協会

合同懇親会を開催
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　任意後見契約の登記がなされてい

る場合には、家庭裁判所は、本人の

利益のため特に必要があると認める

ときに限り、後見開始の審判をします

（任意後見契約法10条1項本文）。ご

質問のケースでは、原則として成年後

見の申立てをすることはできず、お母

様の利益のため特に必要があるとき

に限って、成年後見の申立てをするこ

とができます。

　前回は、本問の解説のうち、法定後

見の説明をしましたが、今回は引き続

き、任意後見について説明をします。

　人にとって、生理機能の衰退は避

けることができず、高齢になって、判断

能力が低下することも、やむを得ない

ことです。そこで、高齢によって物事を

判断する能力が十分でなくなった人

のためには、法定後見の制度（成年

後見、保佐、補助）が用意されていま

す。法定後見を利用すれば、成年後

見人等の本人を法律的に支援する

人が家庭裁判所によって選任され、

本人の財産管理の支援を行います。

　しかし、法定後見は、判断能力が

低下した後にとりうる手段です。判断

能力が低下していなかったり、その程

度がまだ軽い段階では、これを利用

することはできません。また、本人を

支援する人も、本人自身ではなく、家

庭裁判所が選ぶことになります。

　そのため、判断能力が低下してお

らず、あるいは低下の程度が軽い段

階で、将来に備え、本人の意思に基

づいて、法律的な支援者を選んでお

くため、任意後見の制度が設けられ

ています。任意後見については、任意

後見契約に関する法律（任意後見契

約法）が制定され、その手続きや効力

が定められています。

　任意後見契約によって、本人から

財産管理の委任を受ける者を任意

後見受任者といい（任意後見契約法

２条３号。以下、単に条文を示すとき

は同法の条文）、家庭裁判所によって

後見監督人が選任された時点で、任

意後見受任者が、任意後見人となり

ます（２条４号、４条１項）。

　任意後見を利用する場合には、将

来の判断能力低下に備え、あらかじ

め将来財産管理を任せる予定の受

任者との間で任意後見契約を締結

します。この契約は、広範で多岐にわ

たる財産管理を他人に委ねるもので

すから、安易に用いられてはならず、

悪用されるおそれもあります。そこで

契約の方式として、公正証書によっ

て行わなければなりません（３条）。

本人が信頼している人であれば、親

戚、友人であっても、弁護士、司法書

士や社会福祉士などの専門家で

あっても、いずれも任意後見受任者

となることが可能です。

　任意後見契約の効力は、家庭裁

判所が任意後見監督人を選任した

ときに生じます（２条１号、４条１

項）。任意後見監督人には、任意後

見人の事務処理が適正になされて

いるかどうかをチェックする役割が

あります（７条）。任意後見人を監督

する立場となりますから、任意後見

人の配偶者や兄弟姉妹は、任意後

見監督人になることはできません（５

条）。

　公証役場で任意後見契約の公正

証書が作成されたとき、および家庭

裁判所で任意後見監督人の選任が

なされたときには、公証人や家庭裁

判所の嘱託によって登記がなされま

す（後見登記等に関する法律５条）。

高齢者と取引をしようとするときに

は、登記事項証明書によって、任意

後見契約や任意後見人の有無、任

意後見人の権限の範囲などを知る

ことができます（同法10条）。

　前回と今回で法定後見と任意後

見についてそれぞれ説明をしました

が、ご質問のケースは法定後見と任

意後見の関係が問題になる事案で

す。次回は、任意後見人の登記があ

る場合に法定後見の申立てをするこ

とができるかどうか、解説することと

します。

任
意
後
見
と
法
定
後
見
の
関
係

②
任
意
後
見

　任意後見契約が登記されている場合、成年後見は開始されませんから、成年
後見の申立てをすることはできません。例外的に、本人の利益のため特に必要
があるときに限って、成年後見開始の審判を求めることができます。

　私の母は、知人Aと任意後見契約を締結し、
Aが任意後見人になる旨の登記がなされていま
す。しかしAは任意後見人として不適任なので、
家庭裁判所に別の人を成年後見人に選任して
もらいたいと考えています。最近母の判断能力
が衰えてきましたが、成年後見開始の申立てをすることができるでしょうか。

はじめに

任意後見の仕組みの概要
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　任意後見契約の登記がなされてい

る場合には、家庭裁判所は、本人の

利益のため特に必要があると認める

ときに限り、後見開始の審判をします

（任意後見契約法10条1項本文）。ご

質問のケースでは、原則として成年後

見の申立てをすることはできず、お母

様の利益のため特に必要があるとき

に限って、成年後見の申立てをするこ

とができます。

　前回は、本問の解説のうち、法定後

見の説明をしましたが、今回は引き続

き、任意後見について説明をします。

　人にとって、生理機能の衰退は避

けることができず、高齢になって、判断

能力が低下することも、やむを得ない

ことです。そこで、高齢によって物事を

判断する能力が十分でなくなった人

のためには、法定後見の制度（成年

後見、保佐、補助）が用意されていま

す。法定後見を利用すれば、成年後

見人等の本人を法律的に支援する

人が家庭裁判所によって選任され、

本人の財産管理の支援を行います。

　しかし、法定後見は、判断能力が

低下した後にとりうる手段です。判断

能力が低下していなかったり、その程

度がまだ軽い段階では、これを利用

することはできません。また、本人を

支援する人も、本人自身ではなく、家

庭裁判所が選ぶことになります。

　そのため、判断能力が低下してお

らず、あるいは低下の程度が軽い段

階で、将来に備え、本人の意思に基

づいて、法律的な支援者を選んでお

くため、任意後見の制度が設けられ

ています。任意後見については、任意

後見契約に関する法律（任意後見契

約法）が制定され、その手続きや効力

が定められています。

　任意後見契約によって、本人から

財産管理の委任を受ける者を任意

後見受任者といい（任意後見契約法

２条３号。以下、単に条文を示すとき

は同法の条文）、家庭裁判所によって

後見監督人が選任された時点で、任

意後見受任者が、任意後見人となり

ます（２条４号、４条１項）。

　任意後見を利用する場合には、将

来の判断能力低下に備え、あらかじ

め将来財産管理を任せる予定の受

任者との間で任意後見契約を締結

します。この契約は、広範で多岐にわ

たる財産管理を他人に委ねるもので

すから、安易に用いられてはならず、

悪用されるおそれもあります。そこで

契約の方式として、公正証書によっ

て行わなければなりません（３条）。

本人が信頼している人であれば、親

戚、友人であっても、弁護士、司法書

士や社会福祉士などの専門家で

あっても、いずれも任意後見受任者

となることが可能です。

　任意後見契約の効力は、家庭裁

判所が任意後見監督人を選任した

ときに生じます（２条１号、４条１

項）。任意後見監督人には、任意後

見人の事務処理が適正になされて

いるかどうかをチェックする役割が

あります（７条）。任意後見人を監督

する立場となりますから、任意後見

人の配偶者や兄弟姉妹は、任意後

見監督人になることはできません（５

条）。

　公証役場で任意後見契約の公正

証書が作成されたとき、および家庭

裁判所で任意後見監督人の選任が

なされたときには、公証人や家庭裁

判所の嘱託によって登記がなされま

す（後見登記等に関する法律５条）。

高齢者と取引をしようとするときに

は、登記事項証明書によって、任意

後見契約や任意後見人の有無、任

意後見人の権限の範囲などを知る

ことができます（同法10条）。

　前回と今回で法定後見と任意後

見についてそれぞれ説明をしました

が、ご質問のケースは法定後見と任

意後見の関係が問題になる事案で

す。次回は、任意後見人の登記があ

る場合に法定後見の申立てをするこ

とができるかどうか、解説することと

します。

山下・渡辺法律事務所
弁護士

渡辺 晋
第一東京弁護士会所属。最高裁判所司法研修所民
事弁護教官、司法試験考査委員、国土交通省「不動
産取引からの反社会的勢力の排除のあり方の検討
会」座長を歴任。マンション管理士試験委員。著書に
『新訂版 不動産取引における契約不適合責任と説
明義務』（大成出版社）、『民法の解説』『最新区分所
有法の解説』（住宅新報出版）など。
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登記

まとめ

● 法定後見（成年後見、保佐、補助）は、判断能力が低下した後にとりうる手段であっ
て、判断能力が低下していないうちに利用することはできない。本人を支援する人
（成年後見人、保佐人、補助人）も、本人自身ではなく、家庭裁判所が選任する。
●任意後見を利用すれば、判断能力が低下していないうちに、自らの意思に基づい
て、将来の法律的な支援者（任意後見受任者、任意後見人）を選んでおくことがで
きる。
●任意後見契約の効力は、家庭裁判所が任意後見監督人を選任したときに生じる。
任意後見監督人は、任意後見人の事務処理をチェックする役割を担う。

●公証役場で任意後見契約の公正証書が作成されたとき、および家庭裁判所で任
意後見監督人の選任がなされたときには、公証人や家庭裁判所の嘱託によって登
記がなされる。

今回のポイント

任意後見契約が効力を生じ、
任意後見受任者が任意後見人になる

判断能力が低下していない
（低下の程度が軽い）段階

※任意後見人の配偶者や兄弟姉妹は
　任意後見監督人になることはできない

家庭裁判所の任意後見
監督人の選任

任意後見契約

任意後見監督人の選任

図表　任意後見の仕組み

判断能力が低下した段階

登記 登記

兄 妹 配偶者任意後見人

＝

任意後見契約の締結
（公正証書によることを要する）

※任意後見受任者（将来の任意後見人）は、親戚、友人でも、
　専門家（弁護士、司法書士や社会福祉士など）でもよい
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所
得
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に
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る「
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基
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所
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額
の
課
税
の
特
例
」

〜
極
め
て
高
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す
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①（その年分の基準所得金額
　－3億3,000万円）×22.5％
②その年分の基準所得税額

　　　　

（1）概要
　個人でその年分の基準所得金額

（後記（2）参照)が3億3,000万円を

超える場合は、次の①の算式で計算

した金額から②の基準所得税額（後

記（4）参照）を控除した金額に相当

する所得税が追加で課されます（図

表参照）（租税特別措置法〈以下「措

法」〉41条の19第1項）。

（2）基準所得金額とは
　前記（1）①の「基準所得金額」は、

具体的にはその年分の所得税につき

申告不要制度（注）を適用しないで計

算した所得金額（特別控除額控除後

の額をいい、源泉分離課税の対象と

なる利子所得の金額や、NISA制度

等により非課税とされる金額を除く）

の合計額をいいます（措法41条の19

第2項）。

　たとえば、所得税法における不動

産所得や給与所得が含まれる総所

得金額、退職所得の金額や、租税特

別措置法における土地・建物等の長

期譲渡所得の金額（特別控除の適用

がある場合には、その控除後）、土地・

建物等の短期譲渡所得の金額（特別

控除の適用がある場合には、その控

除後）、上場株式等に係る譲渡所得

等の金額、一般株式等に係る譲渡所

得等の金額などが、基準所得金額に

含まれます。

（3）22.5％とした理由
　前記(1)①の算式中の「22.5％」

は、総合課税の対象となる所得税の

最高税率45％の２分の１としたもの

です。これは、所得税法において総合

課税の対象とされる長期譲渡所得の

金額については、その２分の１を総所

得金額として計算しており、実質的な

最高税率が45％×1/2＝22.5％とな

ることから、租税特別措置法において

株式譲渡所得等や土地・建物等の長

期譲渡所得に対して適用される比例

税率15％と比較し、22.5％を下回る

部分について負担を求めることを考

慮して設定されています。

（4）基準所得税額とは
　前記（1）②の「基準所得税額」は、

原則その年分の全ての所得金額に係

る所得税額(外国税額控除等を適用

しない場合の所得税額をいい、源泉

分離課税の対象となる利子所得等の

金額に係る税額ならびに附帯税およ

び本特例に係る税額を除く）をいいま

す（措法41条の19第3項）。

　甲さんのように、個人が長年保有し

ていた賃貸不動産を売却し、多額の

利益（長期譲渡所得）が生じた場合

における、本特例に係る所得税の計

算は右記のとおりになります。

　税負担の公平性を確保する観点から、令和7年分以後の所得税に関して、
極めて高い金額の所得に対する最低限の負担を求める措置として、「特定の
基準所得金額の課税の特例」（以下「本特例」）が導入されています。土地・建
物に係る長期譲渡所得の金額や株式等に係る譲渡所得等の金額が高額とな
る場合には、本特例の適用の有無について確認が必要です。

　甲さんは、平成20年に取得し継続して
賃貸していた不動産を令和7年に売却し、
15億円の利益（長期譲渡所得）が生じま
した。甲さんのように高額の長期譲渡所得
が生じた場合、所得税の追加的な課税が
されると聞きましたが、その概要について
教えてください。

１．本特例のしくみ

（注）「申告不要制度」とは、「源泉徴収あり」を選択
した特定口座内で上場株式の配当（配当所得）を取
得した場合や譲渡による所得が生じた場合に、確
定申告を不要とすることができる特例をいいます。



今回のポイント
税理士法人

タクトコンサルティング
情報企画部部長　税理士

山崎 信義
2001年タクトコンサルティング入社。相続、譲
渡、事業承継から企業組織再編まで、資産税を機
軸にコンサルティングを行う。中小企業庁「『事業
引継ぎガイドライン』改訂検討会」委員などを歴
任。著書に『不動産組替えの税務Q&A』（大蔵財
務協会）など。
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【ケース１】
令和7年分の不動産所得の金額1,200万円、所得控除の合計額200万円、
土地の譲渡に係る長期譲渡所得の金額10億円の場合
① 1,200万円＋10億円＞3.3億円　∴本特例の適用あり
② （1,200万円＋10億円－3.3億円）×22.5％＝153,450,000円
③ 不動産所得の金額1,200万円、所得控除の合計額200万円の場合の
　 課税総所得金額に対する所得税額
　 （1,200万円－200万円）×33％－153.6万円＝ 1,764,000円
④  土地の長期譲渡所得の金額10億円に対する所得税（税率15％）
　 1.5億円
⑤ ③＋④＝151,764,000円（基準所得税額）
⑥ 追加で課される所得税 ②－⑤＝1,686,000円

【ケ―ス２】
令和7年分の不動産所得の金額が5,000万円、所得控除の合計額200万円、
土地の譲渡に係る長期譲渡所得の金額15億円の場合
① 5,000万円＋15億円＞3.3億円　 ∴本特例の適用あり
② （5,000万円＋15億円－3.3億円）×22.5％＝274,500,000円
③ 不動産所得の金額5,000万円、所得控除の合計額が200万円の場合の
　 所得税
　 （5,000万円－200万円）×45％－479.6万円＝16,804,000円
④ 土地・建物等の長期譲渡所得の金額15億円に対する所得税（税率15％）
　 2.25億円
⑤ ③＋④＝241,804,000円（基準所得税額）
⑥ 追加で課税される所得税 ②－⑤＝32,696,000円
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図表　高所得者に対する課税強化の改正内容

①が②を上回る場合に
限り差額分を申告納税

① （その年分の基準所得金額（注1）－3億3,000万円）×22.5%
② その年分の基準所得税額（注2）

（注1）申告不要制度を適用しないで計算した合計所得金額（土地建物等の譲渡所得の金額〈居住用財産の譲渡に係る3,000万円控除など特別控除の適
用がある場合は、その控除後〉のみならず、株式の譲渡所得、給与所得が含まれる総所得金額、退職所得の金額、その他の各種所得を合算した金
額）をいい、NISA制度等により所得税が非課税とされる金額を除く。

（注2）全ての所得金額に係る所得税額（外国税額控除等を適用しない場合の所得税額をいい、源泉分離課税の対象となる利子所得等の金額に係る税額
ならびに附帯税および本特例に係る税額を除く）をいう。

　　　　

（1）概要
　個人でその年分の基準所得金額

（後記（2）参照)が3億3,000万円を

超える場合は、次の①の算式で計算

した金額から②の基準所得税額（後

記（4）参照）を控除した金額に相当

する所得税が追加で課されます（図

表参照）（租税特別措置法〈以下「措

法」〉41条の19第1項）。

（2）基準所得金額とは
　前記（1）①の「基準所得金額」は、

具体的にはその年分の所得税につき

申告不要制度（注）を適用しないで計

算した所得金額（特別控除額控除後

の額をいい、源泉分離課税の対象と

なる利子所得の金額や、NISA制度

等により非課税とされる金額を除く）

の合計額をいいます（措法41条の19

第2項）。

　たとえば、所得税法における不動

産所得や給与所得が含まれる総所

得金額、退職所得の金額や、租税特

別措置法における土地・建物等の長

期譲渡所得の金額（特別控除の適用

がある場合には、その控除後）、土地・

建物等の短期譲渡所得の金額（特別

控除の適用がある場合には、その控

除後）、上場株式等に係る譲渡所得

等の金額、一般株式等に係る譲渡所

得等の金額などが、基準所得金額に

含まれます。

（3）22.5％とした理由
　前記(1)①の算式中の「22.5％」

は、総合課税の対象となる所得税の

最高税率45％の２分の１としたもの

です。これは、所得税法において総合

課税の対象とされる長期譲渡所得の

金額については、その２分の１を総所

得金額として計算しており、実質的な

最高税率が45％×1/2＝22.5％とな

ることから、租税特別措置法において

株式譲渡所得等や土地・建物等の長

期譲渡所得に対して適用される比例

税率15％と比較し、22.5％を下回る

部分について負担を求めることを考

慮して設定されています。

（4）基準所得税額とは
　前記（1）②の「基準所得税額」は、

原則その年分の全ての所得金額に係

る所得税額(外国税額控除等を適用

しない場合の所得税額をいい、源泉

分離課税の対象となる利子所得等の

金額に係る税額ならびに附帯税およ

び本特例に係る税額を除く）をいいま

す（措法41条の19第3項）。

　甲さんのように、個人が長年保有し

ていた賃貸不動産を売却し、多額の

利益（長期譲渡所得）が生じた場合

における、本特例に係る所得税の計

算は右記のとおりになります。

●２.の計算例から明らかなように、本特例における3億3,000万円の控除
額の下では、仮に個人のその年分の所得が長期譲渡所得の金額のみで
ある場合や、所得の大部分がその長期譲渡所得の金額である場合には、
これらの所得が10億円を超えると、特定の基準所得金額の課税の特例
により、追加的な負担が生ずることになる。

２．本特例に係る所得税の計算例

・
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　近年の賃貸市場では、空室率の

地域格差が拡大し、物件の収益力も

「選ばれる物件」と「後回しにされる

物件」で二極化が進んでいます。特

に地方圏や築古物件では、自主管理

のままでは客づけ競争に埋もれてし

まうケースが増えています。

　オーナーの意識も変化しており、

「自分でできることは自分で」という

考えから、「結果に結びつくなら任せ

たい」へとシフトしつつあります。こう

した背景を踏まえると、いま管理会

社が果たすべき役割は、従来の“物

件の管理代行業務”にとどまらなく

なっています。

　2020年の民法改正により、原状回

復や修繕義務、賃料減額の基準が明

文化されました。その結果、入居者対

応はより法的・専門的な知識を要す

るものとなっています。

　「設備不具合を理由とした家賃減

額請求」や「原状回復精算のトラブ

ル」など、これまでは曖昧に済まされ

ていた領域でのもめ事が増加してい

ます。

　こうした複雑なトラブルに対し、

オーナーひとりでは太刀打ちすること

が難しくなり、法的リスクも含めた説

明・対応ができる管理会社の存在

が、ますます求められています。

　仲介会社の現場では、紹介の優先

順位が明確に存在します（図表１）。自

主管理物件は、下記のような理由から

後回しにされやすいのが実情です。この

現実を踏まえると、「良い物件を所有し

ている＝すぐに決まる」という単純な図

式が通用しなくなっていることを、オー

ナーに正しく伝えることが重要です。

　「管理委託＝コスト」という印象を持

つオーナーは少なくありません。しか

し、稼働率の差と手間の削減を加味す

れば、むしろ管理委託のほうが手残り

収益が高くなるケースもあります。仮に

稼働率の差が５％あると仮定しても、図

表２のようなシミュレーションとなるの

です。そもそも自主管理物件の客づけ

優先順位が下がるわけですから、当

然のことながら稼働率は下がります。

また、精神的負担の軽減、トラブル時

の迅速な対応、リフォーム提案による

長期入居化など、数値以上の付加価

値も訴求ポイントになります。

　管理委託では、オーナーに「何が

できて、何ができないか」を明確に可

視化したうえで提案することが、納得

感のあるクロージングにつながりま

す。単に「管理を任せてください」では

なく、オーナーが抱えるリスクと労力

をどう軽減できるのかを、具体的に

提案する必要があります。

　加えて、他社との違い（例：リノ

ベーション提案力、相続・売却支援、

空室対策のノウハウ等）を明確に打

ち出すことで、「任せるならこの会社」

という納得感を醸成できます。空室

が長引きしやすく、トラブルも複雑化

する中で、オーナーにとって「管理会

社とのパートナーシップ」は重要な

経営判断の一部となっています。

　不動産管理会社としては、管理受

託を単なる業務受注ではなく、「課

題解決型サービス」であることを明

確に打ち出し、戦略的に提案してい

く姿勢が求められるのではないで

しょうか。

　自主管理物件は、都心などの稼働率が高いエリアを除き、年々、入居者
が決まりにくい状況になっています。管理会社はオーナーから委託されてい
る決めるべき物件があり、空室が増えるほど、そちらを優先するためです。
まずは、管理を委託することの費用対効果を伝え、メリットとデメリットを
知ってもらうことから始めましょう。

　ここ１年くらいで、
自主管理をしている
オーナーからの空
室相談が増えてい
ます。もちろん空室
を埋めて差し上げ
たい気持ちはありま
すが、その前に当社
がすでにおあずかり
している管理物件
があり、客づけに関
してはそちらを優先せざるを得ません。
　何か、このような自主管理オーナーに上手に管理移管を進める方法はないで
しょうか。
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拡大する空室率の地域格差 法改正で高まるオーナー責任
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　近年の賃貸市場では、空室率の

地域格差が拡大し、物件の収益力も

「選ばれる物件」と「後回しにされる

物件」で二極化が進んでいます。特

に地方圏や築古物件では、自主管理

のままでは客づけ競争に埋もれてし

まうケースが増えています。

　オーナーの意識も変化しており、

「自分でできることは自分で」という

考えから、「結果に結びつくなら任せ

たい」へとシフトしつつあります。こう

した背景を踏まえると、いま管理会

社が果たすべき役割は、従来の“物

件の管理代行業務”にとどまらなく

なっています。

　2020年の民法改正により、原状回

復や修繕義務、賃料減額の基準が明

文化されました。その結果、入居者対

応はより法的・専門的な知識を要す

るものとなっています。

　「設備不具合を理由とした家賃減

額請求」や「原状回復精算のトラブ

ル」など、これまでは曖昧に済まされ

ていた領域でのもめ事が増加してい

ます。

　こうした複雑なトラブルに対し、

オーナーひとりでは太刀打ちすること

が難しくなり、法的リスクも含めた説

明・対応ができる管理会社の存在

が、ますます求められています。

　仲介会社の現場では、紹介の優先

順位が明確に存在します（図表１）。自

主管理物件は、下記のような理由から

後回しにされやすいのが実情です。この

現実を踏まえると、「良い物件を所有し

ている＝すぐに決まる」という単純な図

式が通用しなくなっていることを、オー

ナーに正しく伝えることが重要です。

　「管理委託＝コスト」という印象を持

つオーナーは少なくありません。しか

し、稼働率の差と手間の削減を加味す

れば、むしろ管理委託のほうが手残り

収益が高くなるケースもあります。仮に

稼働率の差が５％あると仮定しても、図

表２のようなシミュレーションとなるの

です。そもそも自主管理物件の客づけ

優先順位が下がるわけですから、当

然のことながら稼働率は下がります。

また、精神的負担の軽減、トラブル時

の迅速な対応、リフォーム提案による

長期入居化など、数値以上の付加価

値も訴求ポイントになります。

　管理委託では、オーナーに「何が

できて、何ができないか」を明確に可

視化したうえで提案することが、納得

感のあるクロージングにつながりま

す。単に「管理を任せてください」では

なく、オーナーが抱えるリスクと労力

をどう軽減できるのかを、具体的に

提案する必要があります。

　加えて、他社との違い（例：リノ

ベーション提案力、相続・売却支援、

空室対策のノウハウ等）を明確に打

ち出すことで、「任せるならこの会社」

という納得感を醸成できます。空室

が長引きしやすく、トラブルも複雑化

する中で、オーナーにとって「管理会

社とのパートナーシップ」は重要な

経営判断の一部となっています。

　不動産管理会社としては、管理受

託を単なる業務受注ではなく、「課

題解決型サービス」であることを明

確に打ち出し、戦略的に提案してい

く姿勢が求められるのではないで

しょうか。

数字で見る管理委託の優位性

自主管理物件が
後回しにされる現実

管理委託のメリット・デメリット

みらいずコンサルティング
株式会社
代表取締役

今井 基次

賃貸仲介、売買仲介、賃貸管理、収益売買仲介、資産形成コンサルティングの経験を経て、みらい
ずコンサルティング株式会社を設立。不動産業者・不動産オーナーの経験をもとにして、全国の
賃貸管理業を行う企業へのコンサルティングや講演・研修活動を行う。聴講者はこれまでに３万
人を超え、好評を得ている。CPM®、CFP®、不動産コンサルティングマスターなど資格多数。著書
に『ラクして稼ぐ不動産投資33の法則 成功大家さんへの道は管理会社で決まる！』（筑摩書房）
がある。
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図表1　客づけの優先順位

図表2　自主管理と管理委託の収入差シミュレーション

図表3　管理委託のメリット・デメリット
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順位 優先される物件タイプ 主な理由

1位

2位

3位

4位

サブリース物件

自社管理物件

人気物件・広告料が多い物件

自主管理物件

家賃保証のため早期成約が必須

管理委託物件を早期に決める必要がある

成約の確率と収益性が高いため優先度が上がる

客づけをする責任がなく、成約後の管理体制が不明でトラブルの懸念があるため、後回しになりやすい

管理委託のメリット 管理委託のデメリット

募集～契約～退去精算までの業務を一括対応。オーナーの手間が大幅に削減される

家賃の集金・滞納督促まで任せられる

入居者からのクレーム・緊急対応も管理会社が対応

原状回復やリフォーム手配、入居者交渉なども代行可能

月額家賃の約５％の管理委託料が必要

オーナーが物件の状況をタイムリーに把握しづらくなることがある

管理会社・担当者レベルの質に差がある場合、期待どおりにならないこともある

自分でやらないと不安な人にとっては、管理を任せられない

項目 自主管理（稼働率90％） 管理委託（稼働率95％）

年間家賃収入

管理委託料（年額）

手元に残る収入

5,400,000円

0円

5,400,000円

5,700,000円

285,000円

5,415,000円
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法令上の制限
～盛土規制法（1）～

　これまでは、宅地造成工事規制区域と造成宅地防災区域の２つでしたが、宅地造成工事規制区域の名称が宅地造成等
工事規制区域（「等」の文字が挿入されただけ）に改められるとともに、新たに特定盛土等規制区域が設けられました。
　宅地造成等工事規制区域と特定盛土等規制区域は、いずれも災害防止のために指定されるものですが、市街地につい
ては宅地造成等工事規制区域、市街地以外の区域については特定盛土等規制区域という守備範囲になっていると理解す
ればよいでしょう。
　宅地造成等工事規制区域および特定盛土等規制区域は、都道府県知事が、基本方針に基づき、かつ、基礎調査の結果を
踏まえ、関係市町村長の意見を聴いて指定します。

　宅地造成等工事規制区域において宅地造成等を行う場合、工事主は、原則として、工事着手前に都道府県知事（指定都
市等の区域内については、指定都市等の長。以下同じ）の許可を受けなければなりません。許可の対象となる行為は、これま
では宅地造成のみでしたが、特定盛土および土石の堆積も許可の対象となりました。

（1）「宅地造成」の定義の改正点
　「宅地造成」とは、宅地以外の土地を宅地にするために行う盛土およびその他の土地の形質の変更をいいます。

（２）「特定盛土等」とは
　「特定盛土等」とは、宅地または農地等（農地・採草放牧地・森林）において行う盛土およびその他の土地の形質の変更で、
当該宅地または農地等に隣接し、または近接する宅地において災害を発生させるおそれが大きいものをいいます。
　崖の高さ等の基準は、上記「宅地造成」と同じです。具体的には下記のとおりです。

16  月刊不動産 ｜ 2025.8

　盛土規制法は、一昨年大規模な法改正がありました。改正の内容を押さえることは、本試験対策として大変重要で
す。そこで、今回は、受験対策上重要と思われる改正点を学習します。なお、改正のボリュームが大きいため、今回と次
回の２回に分けて紹介することにします。

特定盛土等規制区域の新設1

宅地造成等工事規制区域の規制2

①これまでは、現に宅地である土地について造成工事をする場合も規制対象とされていたが、宅地以外の土地
　について宅地造成等の工事をする場合だけが規制対象となった。
②これまでは、盛土をする場合、高さ１ｍを超える崖を生じるものだけが規制対象とされていたが、崖を生じな
　い盛土であっても高さ２ｍを超えるものは規制対象となった。

①盛土をした部分に高さ１ｍを超える崖が生ずる場合
②切土をした部分に高さ２ｍを超える崖が生ずる場合
③盛土と切土を同時にする場合は、高さ２ｍを超える崖が生ずる場合
④上記①～③の崖を生じない盛土であって、高さ２ｍを超えるもの
⑤上記①～④に該当しない盛土・切土であっても、盛土・切土をする土地の面積が500㎡を超えるもの



植杉 伸介

宅建士・行政書士・マンション管理士、管理業務主任
者試験などの講師を35年以上務める。著書に『マンガ
はじめてマンション管理士・管理業務主任者』（住宅新
報出版）、『ケータイ宅建士 2025』（三省堂）などがあ
るほか、多くの問題集の作成に携わり、受験勉強のノ
ウハウを提供している。
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「宅地造成」とは、宅地以外の土地を宅地にするために行う土地の
形質の変更をいうので、宅地を宅地以外の土地にする行為は該当
しません。

こう考えよう！ と

Answer 1

Answer 2

【解説】

盛土の高さが２ｍを超える以上、盛土をする土地の面積が500㎡
以下で、かつ、１ｍを超える崖を生じないものであっても、原則とし
て都道府県知事の許可が必要です。

【解説】

　「宅地造成」と「特定盛土等」の違いは、「宅地造成」は宅地以外の土地を宅地に変更する場合だけが該当しますが、「特定
盛土等」は宅地・農地・採草放牧地・森林を宅地や宅地以外の土地に変更する場合も該当する点にあります。

（３）「土石の堆積」とは
　「土石の堆積」とは、宅地または農地等において行う土石の堆積（一定期間の経過後に当該土石を除却するものに限る）
で、高さが２ｍを超え、かつ面積が300㎡を超えるもの、または土石の堆積を行う土地の面積が500㎡を超えるものをいい
ます。
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解 答 解 説

宅地を宅地以外の土地にするために行う土地の形質の変更は、宅地造成に該当しない。（R2・問19）

宅地造成等工事規制区域内において、宅地以外の土地を宅地にするための高さ２ｍを超える盛土であっ
て、当該盛土をする土地の面積が500㎡以下で、かつ、高さ１ｍを超える崖を生じないものに関する工
事については、都道府県知事の許可を受ける必要がない。（予想問題）

問題を解いてみよう！

Q1

Q2

図表出典：『パーフェクト宅建』より抜粋編集

1m超 2m超

① ② ③ ④ ⑤

2m超

2m超
（造成面積）

（土石の堆積） （土石の堆積）

500㎡
超

500㎡
超

300㎡
超

2m超

旧地表面
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　先日、ある不動産関係者が「今

は中国語を勉強することが不動

産業界で成功する近道になりつ

つある」と言っていました。巨大な

中国マネーを当て込んで、中国語

を習得すれば、より多くの投資家

とつながれるというわけです。お

そらくこれは誇張ではないでしょ

う。実際、日本に限らず、ニュー

ヨークやロンドン、ドバイやバン

クーバーといった不動産バブル

の中心地でも、同様の傾向が見

られるようです。経済の強さは、言

語の需要によって証明されるの

かもしれません。

　実は、40年近く前の日本経済

バブルのころには、世界中のビジ

ネスパーソンがジャパンマネーを

狙って、こぞって日本語を学んで

いました。1989年のバブル絶頂

期、三菱地所はロックフェラーセ

ンターを、ソニーはコロンビア映

画を買収しました。これを受けて

アメリカ社会は「アメリカの心を

日本に売ってしまった」と反発。

ジャパン・バッシングが世界中に

広がりましたが、覚えている人は

少なくなってきたでしょうか。あれ

から30余年後、今度は日本が“買

われる 側”に回っています。円

安、低金利、人口減により、世界

中の資本が「割安な日本不動産」

に群がっています。北海道から九

州、東京の高級マンションまで、

外資による購入はもはや特別な

ニュースではありません。

　もちろん、日本政府もまったく

の無策、無警戒というわけではあ

りません。2021年には「重要土

地等調査法」が成立し、防衛施設

や国境離島の周辺など一定のエ

リアで、外国人等の土地取得につ

いて届出を義務付ける制度が導

入されました。しかし、この法律の

適用範囲は極めて限定的であり、

どれほどの実効性があるのか明

確ではありません。

　コロナ禍で世界のマネー総量

は大幅に増加しました。そのマ

ネーの行き先として、世界主要都

市の不動産に資金が流れ込んで

います。外国資本による不動産購

入への対応は世界中で懸案事項

になっています。

　ニュージーランドでは、2018

年から外国人による既存住宅購

入が原則禁止されました。住宅

価格急騰により現地市民が購入

困難となったためです。シンガ

ポールでは、2023年に外国人に

課す追加印紙税を30％から最大

60％まで大幅に引き上げました。

オーストラリアは外国投資審査委

員会による事前承認制で、外国

人は原則新築のみ購入可能と

し、2025年から中古住宅購入の

特例を少なくとも２年間禁止して

います。カナダは2023年から外

国人の住宅購入を原則禁止し、

当初２年の時限措置を2027年１

月１日まで延長しました。アメリカ

では連邦レベルの包括規制はあ

りませんが、フロリダ州が2023

年に中国など「懸念国」国籍者の

不動産購入制限法を施行しまし

た。ただし、憲法違反との訴訟も

起きており、規制と自由権のせめ

ぎ合いが続いています。

　このように、各国はそれぞれの

事情に応じて、制度的に明確な

対応を取っています。規制の方法

は、「購入の原則禁止」「事前許

可制」「追加課税」「対象エリアの

限定」「実質的所有者の登録制

度」などさまざまですが、いずれ

も共通しているのは、「誰が土地

を所有しているのか」を把握し、

制度として可視化する仕組みを

整えているという点です。

　日本でも、外国人による不動産

取得をめぐる議論がなされてい

ます。しかし、最大の課題は、日本

には法人の背後にいる「実質的

所有者（UBO）」を把握する制度

が存在しないことだと思っていま

す。特別目的会社（SPC）を通じ

て不動産を購入すれば、登記簿

上の所有者は法人名義にとどま

り、誰が最終的にその資産を保

有しているのかはわかりません。

税務情報、登記情報、金融口座

情報がそれぞれ分断されており、

横断的に資本の流れを追跡する

ことができないからです。

　トーラスが所有する登記簿

ビッグデータを活用すれば、外国

に本拠地を置く日本不動産の所

有者を、ある程度特定することが

できます。たとえば、東京都港区

内のとあるマンションでは、半数

近くが外国に拠点をおく法人が

所有しているというケースもあり

ます。法人の場合は、商業登記と

組み合わせることでさらに詳細な

分析も可能です。しかし、これら

は限られたデータでの、限られた

分析に過ぎません。現時点では

「見えない所有者」のままでも購

入が可能な制度が続いているか

らです。

　外国資本による不動産購入の

規制強化を求める声がある一方

で、自由な投資環境を守るべきだ

という意見もあります。そもそも自

分の不動産を高く買ってくれる人

に売りたいのは当然で、買主の国

籍などで制限するのは憲法で保

障された財産権の侵害にあたる

という意見も根強く存在します。

 しかし、そうした議論の前提とし

て、まずは「誰に、どこが、どのよう

に所有されているのか」という透

明性を確保することが出発点に

なるべきではないでしょうか。30

余年前、アメリカは「アメリカの心

を売った」と怒りました。今の日本

は、怒るどころか、自国の制度が

「誰に売っているのか」すら把握

していないのです。日本の不動産

業界にはデータが不足していると

指摘されてきましたが、実はこれ

は、国家レベルでの情報管理の

不全なのかもしれません。

中国語習得が
不動産業界の成功への近道

日本と諸外国の
外資不動産対策

不動産テック時代の到来

進む！
業界の 化

　外国資本による不動産購入に対する規制のなさが、国会やメディアで問題提起
されるようになって久しくたちます。外国人の不動産取得への対応は諸外国でも
懸案事項になっていますが、他国と日本では何が違うのでしょうか。

外国資本による
日本不動産取得と透明性の課題

Vol.43



2025.8 ｜ 月刊不動産  19

当連載について、偶数月は「進む！業界のIT化」、奇数月は「不動産トラブル事例と対処法」となります。
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株式会社トーラス 代表取締役

木村 幹夫
大学卒業後、東京大学EMP修了。三井住友銀行にて富裕層開拓、IT企画部門にてビックデータを戦略的に活用した営業推進、社内
情報系システムの大部分をWebシステムで刷新するなど、大幅なコスト削減と開発スピードアップを実現。2003年に株式会社トーラ
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日本の根本的課題は
透明性の欠如 透明性確保が議論の出発点
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国土交通省の「令和2年度 海外投資家アンケート調査業務」によると、日本の不動産投資市場のうち
34％が外国人投資家によるものだった。



　

　

　事業を営む中では、㋐利潤を上
げて資金余剰になることも、㋑原材
料費や人件費の支払いに窮するよ

うな資金不足になることも、ありま

す。㋐の状況の事業者が、㋑の状況
の事業者に、余剰資金を（一定の金

利などで）貸せばお互いに助かりま

すが、資金繰りの状態は常に変化し

続けます。たとえば、資金余剰状態

の下で貸したものの、貸した直後に

売掛金が回収できずに資金不足に

陥り、㋐から㋑に変わることも起こり
得ます。その際に、「資金が必要に

なったので急いで返してくれ」と要

請しても、借りたほうは必要だから

やむなく借りたわけですので、応じ

られない可能性が高いはずです。

　銀行業は、こうしたニーズの中で

生まれました（図表１）。㋐の状況の
事業者は、余剰金を預金として預け

入れて利息を受け取れますし、状況

が㋑に変われば、預金を引き出して
支払いに充てられます。銀行が介在

したこの金融取引形態を“間接金

融”と呼びます。

　裏返せば、銀行側は、㋐㋑双方の

ニーズに応える必要があり、経営が

行き詰まれば、預金の払い戻しなど

に応じられなくなります。そのための

対応策の１つが「融資などの実行後

に約束どおりの返済がなされずに

被る損失」の調整です。この損失を

被る危険性のことをcredit risk（信

用リスク）、調整策は英語のcontrol

（コントロール）、もしくはそれらを含

めたcredit risk management（信

用リスク管理）と呼びます。

　大まかに言えば、その信用リスク

管理の手法は２種に分けられます

（図表２）。①が「損失を（何とか）抑

えよう・取り戻そうとする施策」なの

に対し、②は「損失の発生を前提

に、広がりを一定の枠内に収めよう

とする施策」です。実際の取引時に

は、どちらか一方ではなく、これら双

方を組み合わせた形で、融資条件

を提示することが多いと思います。

　以上、述べてきた背景に沿って、

地方銀行の目線で不動産事業者各

位を捉えれば、いくつかの特徴が見

えてきます。つまり、「地震などの天

災を除けば、短期的な業況の変動

が相対的に少ない」「融資実行時に

担保を徴求する取引形態が一般的

である」という加点要因と、「金額が

相対的に大きく、それが貸倒れ時の

損失に直結する」「協調融資がやや

難しい」「額が大きい分だけ業種別

占有率も高くなりやすい」という減

点要因です。

　すでに人口減少社会に突入して

いる中で、有り体に言えば、東京都・

愛知県・京都府・沖縄県を除く43道

府県が地域経済の地盤沈下に悩

み、それを打開する役割を地方銀行

に求めています。一般に、地方創生

や地域経済活性化と呼ばれる施策

です。各地方銀行は、決算書などの

経営情報を含む業況報告書（ディス

クロージャー誌）を店頭に置き、

ホームページでも公開しています

が、その中にも「地域に対する支援

策」を盛り込んでいます。

　そうした地域への支援策は融資

面にも及びますが、いわゆる地場産

業への協力や、地方自治体との協調

融資などが中心です。誤解を怖れず

に言えば、収益物件などの不動産

業を地場産業として掲げている地

域はありませんし、銀行側のアピー

ルにもなりません。

　そうした一方で、地方銀行の経営

陣は、適正な利潤を上げて株主を納

得させると同時に、潜在投資家層が

注目する将来に向けた（生き残りが果

たせる）ビジネスモデルを提示する必

要があります。融資取引から得られる

収益は「融資と預金の金利差×貸出

金額×貸出期間」で算出されます。し

たがって、金額の大きな不動産業向

け融資は、このうち真ん中の「貸出金

額」に貢献することになるわけです。

　まとめますと、地方銀行から見た不

動産事業者は「取引を幅広くアピール

できる業種ではないものの、求められ

る収益を稼ぎ出す上では手間が掛か

らずに残高が稼げる業種」ということ

になります。銀行は、とにかくトラブル

なしにノルマをこなすことが出世の必

要条件という業界ですので、不動産

事業者を無視できないのです。案件

を通すためには、先に挙げた地場産

業への貢献などの切り口で投資効果

をまとめて、行員側にアピールすること

も有効と考えます。

「直接金融」と「間接金融」

銀行の信用リスク管理
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地銀は、本音ベースでは
「不動産事業者」をこう見ています

地銀との関係構築

術
　第三者に金を貸した結果、返済の約束を反故にされて損害を被ることがあ
ります。貸手にとって、この状態に陥ることを“貸倒れ”と言い、貸倒れとなる危
険性を“信用リスク”と呼びます。商店は商品を仲介して利潤を上げています
が、銀行は信用リスクを仲介して利潤を上げているのです。今回は、その信用
リスクの銀行目線での捉え方をごく簡単に解説します。
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図表1　銀行の役割＝資金ニーズの仲介（イメージ）
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すが、資金繰りの状態は常に変化し

続けます。たとえば、資金余剰状態

の下で貸したものの、貸した直後に

売掛金が回収できずに資金不足に

陥り、㋐から㋑に変わることも起こり
得ます。その際に、「資金が必要に

なったので急いで返してくれ」と要

請しても、借りたほうは必要だから

やむなく借りたわけですので、応じ

られない可能性が高いはずです。

　銀行業は、こうしたニーズの中で

生まれました（図表１）。㋐の状況の
事業者は、余剰金を預金として預け

入れて利息を受け取れますし、状況

が㋑に変われば、預金を引き出して
支払いに充てられます。銀行が介在

したこの金融取引形態を“間接金

融”と呼びます。

　裏返せば、銀行側は、㋐㋑双方の

ニーズに応える必要があり、経営が

行き詰まれば、預金の払い戻しなど

に応じられなくなります。そのための

対応策の１つが「融資などの実行後

に約束どおりの返済がなされずに

被る損失」の調整です。この損失を

被る危険性のことをcredit risk（信

用リスク）、調整策は英語のcontrol

（コントロール）、もしくはそれらを含

めたcredit risk management（信

用リスク管理）と呼びます。

　大まかに言えば、その信用リスク

管理の手法は２種に分けられます

（図表２）。①が「損失を（何とか）抑

えよう・取り戻そうとする施策」なの

に対し、②は「損失の発生を前提

に、広がりを一定の枠内に収めよう

とする施策」です。実際の取引時に

は、どちらか一方ではなく、これら双

方を組み合わせた形で、融資条件

を提示することが多いと思います。

　以上、述べてきた背景に沿って、

地方銀行の目線で不動産事業者各

位を捉えれば、いくつかの特徴が見

えてきます。つまり、「地震などの天

災を除けば、短期的な業況の変動

が相対的に少ない」「融資実行時に

担保を徴求する取引形態が一般的

である」という加点要因と、「金額が

相対的に大きく、それが貸倒れ時の

損失に直結する」「協調融資がやや

難しい」「額が大きい分だけ業種別

占有率も高くなりやすい」という減

点要因です。

　すでに人口減少社会に突入して

いる中で、有り体に言えば、東京都・

愛知県・京都府・沖縄県を除く43道

府県が地域経済の地盤沈下に悩

み、それを打開する役割を地方銀行

に求めています。一般に、地方創生

や地域経済活性化と呼ばれる施策

です。各地方銀行は、決算書などの

経営情報を含む業況報告書（ディス

クロージャー誌）を店頭に置き、

ホームページでも公開しています

が、その中にも「地域に対する支援

策」を盛り込んでいます。

　そうした地域への支援策は融資

面にも及びますが、いわゆる地場産

業への協力や、地方自治体との協調

融資などが中心です。誤解を怖れず

に言えば、収益物件などの不動産

業を地場産業として掲げている地

域はありませんし、銀行側のアピー

ルにもなりません。

　そうした一方で、地方銀行の経営

陣は、適正な利潤を上げて株主を納

得させると同時に、潜在投資家層が

注目する将来に向けた（生き残りが果

たせる）ビジネスモデルを提示する必

要があります。融資取引から得られる

収益は「融資と預金の金利差×貸出

金額×貸出期間」で算出されます。し

たがって、金額の大きな不動産業向

け融資は、このうち真ん中の「貸出金

額」に貢献することになるわけです。

　まとめますと、地方銀行から見た不

動産事業者は「取引を幅広くアピール

できる業種ではないものの、求められ

る収益を稼ぎ出す上では手間が掛か

らずに残高が稼げる業種」ということ

になります。銀行は、とにかくトラブル

なしにノルマをこなすことが出世の必

要条件という業界ですので、不動産

事業者を無視できないのです。案件

を通すためには、先に挙げた地場産

業への貢献などの切り口で投資効果

をまとめて、行員側にアピールすること

も有効と考えます。

オペレーショナルデザイン㈱　
取締役デザイナー／データアナリスト

じょうた

佐々木　城夛

1990年信金中央金庫入庫。欧州系証券会社（在英国）Associate Director、信用
金庫部上席審議役兼コンサルティング室長、静岡支店長、地域・中小企業研究所主
席研究員等を経て2021年４月に独立。「ダイヤモンド・オンライン」（ダイヤモンド
社）、「金融財政ビジネス」（時事通信社）ほか連載多数。著書に「いちばんやさしい金
融リスク管理」（近代セールス社）ほか。https://jota-sasaki.jimdosite.com/
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図表2　信用リスク管理の手法［例示／順不同］

不動産業者の加点要因
・減点要因

地方銀行から見た
不動産事業者
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同種・同一の融資取引
の全てが貸し倒れない
よう業種・地域等を分散

個別取引ごとに
保全・転嫁策等を
実施して損失を圧縮

●一件当たりの取引額を引下げ（小口化）
●他の銀行等との協調形態での融資
●業種別の分散
●地域ごとの分散

●担保の徴求
●債務保証の徴求
●金利への反映

①

目 的 具 体 策

②
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北海道

岩手県
宮城県

秋田県

福島県
茨城県

栃木県
埼玉県

千葉県

東京都

株式会社　ＡＩＮＡエステート合同会社　
エヌティ企画
株式会社　サイド企画
株式会社　Ｓｐａｃｅｓ　Ｐｌｕｓ
有限会社　大東プロジェクト
株式会社　テクニカルウッド
株式会社　ＮｏｒｔｈＣｏｎｓｕｌｔｉｎｇ
合同会社　フォーシンクビル
豊国商事　株式会社
株式会社　ＨＯＭＥ　ＡＧＥＮＣＹ
株式会社　わしづ
株式会社　山田設計
株式会社　グローライフ
株式会社　西洋イズム
株式会社　成和ホールディングス
株式会社　トラストホーム
日成施設　株式会社
株式会社　マルダイ建設
株式会社　サンライズ不動産
株式会社　星座社
株式会社　ふどけん
株式会社　スカイネット・ＢＧ
ホワイトクローバー　合同会社
株式会社　会津屋
株式会社　アクティヴ・ビジネス・サポート
株式会社　石村不動産
ｂｅｓｔｉｅ
Ｓ　Ａｓｓｅｔ　合同会社
株式会社　オメホー
株式会社　セレンホーム
株式会社　東建開発
和家　株式会社
合同会社　パインズリアルティ
合同会社　フジホーム
株式会社　ｒｅｆｅｔｓ
株式会社　アールイーナンバー
イエマルプラス　合同会社
株式会社　ＸＱＲ
株式会社　エンプティーホーム
株式会社　ダイジェクトホーム
株式会社　久和
株式会社　Ｍａｘｉｍｕｍ　ｅｓｔａｔｅ
株式会社　増子
合同会社　ＲＥＡＬｊａｐａｎ
株式会社　アーバンコネクト・パートナーズ
合同会社　Ｒ－Ａｓｓｅｔ
株式会社　ＩＥＱ
株式会社　Ｉ’ｌｌ
ＡＲＡＨＡ　ＲＥＡＬ　ＥＳＴＡＴＥ
株式会社　ＡＬＥＳＴ
株式会社　アロランド
株式会社　安海グローバル
ｅＸｐ　Ｊａｐａｎ　合同会社
株式会社　イートウイング
イーバリューパートナース　株式会社
株式会社　池田総研
石倉不動産
株式会社　Ｓ・Ｌｉｍｉｔ不動産
合同会社　ＭＹＭ
株式会社　Ｌ－ＴＯＰＰＡ
株式会社　オールズ
株式会社　かいごのきもち
霞ヶ関建設　株式会社
合同会社　亀有地所
株式会社　Ｋａｗａｔｅｃ
紀鉄エステート　株式会社
株式会社　キマリ
株式会社　キャリアインデックス
株式会社　共栄不動産
クレアティー・サービス　株式会社
ＣＲＥＡＶＥ　株式会社
株式会社　グロウ企画
グローバルエステート　株式会社
合同会社　ＫＭＥ
株式会社　ＧＡＴＥ
後楽園住宅内外装　合同会社
株式会社　コノイエ
株式会社　ＫＯＭＡＣＨＩ
株式会社　ｃｏｒｏｍｏ
株式会社　彩生
株式会社　シーズ・テクノロジーズ
株式会社　Ｊ　Ｗｉｌｌ　Ｅｓｔａｔｅ
合同会社　ＳＨＩＭＯＪＩＭＡ
株式会社　Ｊｕｓｔｙ　ｒｏｏｍ
株式会社　仁リアルティ
株式会社　スマイリア
株式会社　Ｓｍａｌｌ　Ｐｏｎｄ
株式会社　西武アセットコンサル
Ｓｅｖｅｎ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　合同会社
株式会社　センヒロエステート

札幌市
札幌市
札幌市
広尾郡
札幌市
函館市
札幌市
札幌市
札幌市
札幌市
札幌市
九戸郡
黒川郡
宮城郡
富谷市
仙台市
仙台市
白石市
大館市
秋田市
福島市
水戸市
古河市
那須塩原市
さいたま市
比企郡
さいたま市
さいたま市
所沢市
さいたま市
川口市
川口市
さいたま市
草加市
草加市
大網白里市
市川市
船橋市
松戸市
千葉市
千葉市
茂原市
船橋市
柏市
品川区
大田区
港区
渋谷区
大田区
渋谷区
千代田区
町田市
千代田区
中央区
葛飾区
大田区
江戸川区
江東区
中央区
渋谷区
荒川区
北区
千代田区
港区
狛江市
中央区
大田区
港区
台東区
千代田区
港区
練馬区
葛飾区
杉並区
渋谷区
文京区
港区
西東京市
渋谷区
目黒区
渋谷区
品川区
台東区
江戸川区
港区
港区
豊島区
練馬区
港区
千代田区

大阪市
大阪市
大阪市
大阪市
茨木市
大阪市
茨木市
豊中市
大阪市
大阪市
大阪市
大阪市
大阪市
大阪市
堺市
守口市
大阪市
大阪市
大阪市
大阪市
大阪市
大阪市
堺市
大阪市
枚方市
大阪市
大阪市
八尾市
貝塚市
大阪市
大阪市
堺市
茨木市
豊中市
大阪市
大阪市
豊中市
大阪市
大阪市
堺市
大阪市
東大阪市
守口市
神戸市
神戸市
尼崎市
高砂市
尼崎市
神戸市
神戸市
神戸市
尼崎市
尼崎市
姫路市
神戸市
姫路市
明石市
北葛城郡
岩出市
和歌山市
和歌山市
岩美郡
益田市
出雲市
岡山市
津山市
倉敷市
東広島市
東広島市
福山市
高松市
安芸市
福岡市
福岡市
福岡市
糸島市
豊前市
佐賀市
神埼市
熊本市
熊本市
別府市
別府市
鹿児島市
那覇市
那覇市
沖縄市
那覇市
中頭郡

神奈川県

新潟県
石川県
長野県
岐阜県

静岡県

愛知県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

 

奈良県
和歌山県

鳥取県
島根県

岡山県

広島県

香川県
高知県
福岡県

佐賀県

熊本県

大分県

鹿児島県
沖縄県

株式会社　Ａｒｋｐｌａｎｓ
アイベル不動産
アグホライズン　株式会社
旭　株式会社
アスワンエステート
株式会社　アニーコーポレーション
株式会社　Ｈ．Ｓ．コーポレーション
合同会社　ＨＴ
株式会社　エスク
株式会社　Ｌｒｅａ
Ｏｃｅａｎ＇ｓ　Ｃｒｅｗ　合同会社
株式会社　オプト
株式会社　金明国際
株式会社　ＣＬＡＲＩＡ
株式会社　Ｋ．ネクスト
株式会社　Ｋ－ｃｒｅａｔｅ
株式会社　ココモリゾート
ザホームエコー　株式会社
株式会社　サンライト小西
株式会社　Ｇ＆Ｇ
株式会社　Ｇ・Ｍ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ
ＣＰ　ＪＡＰＡＮ　株式会社
株式会社　ＪＭーＣＲＡＦＴ
シナジーグローヴ　株式会社
新成エステート
株式会社　ＳＵＳＡＮＯ
鈴木商事　株式会社
株式会社　ＳＬＯＷＨＯＭＥ
株式会社　徳重
株式会社　ｎｅｘｔ
八翔ビル管理　株式会社
株式会社　ビリケン
株式会社　Ｆａｍｉｌｙ
株式会社　ファンカンパニー
株式会社　Ｂｕｌｏ
株式会社　ＨＥＹ－ＨＯＭＥ
豊寿コンサルタント　株式会社
松平商事　株式会社
三石国際不動産　株式会社
有限会社　宮野建築
株式会社　レフォム
株式会社　Ｙａｎｄカンパニー
株式会社　ＯＮＥ　ＲＥＡＬ　ＥＳＴＡＴＥ
株式会社　アイグリード
株式会社　Ａｒｃａ　Ｒｅａｌ　Ｅｓｔａｔｅ
株式会社　和泉
株式会社　エイトク開発
株式会社　エスライフカンパニー
株式会社　グランエステート
十二　株式会社
株式会社　ジョウエービル
株式会社　セイワ
セカンド　株式会社
株式会社　大成化研
株式会社　達磨堂
有限会社　Ｔ．Ｍ．Ｔ
株式会社　ｍｙ　ｈｏｍｅ
株式会社井上光商事
輝不動産
ＮＡＯ　株式会社
株式会社　ＲｅＤｉａ
株式会社　コロネロ
エイト・カンパニー
株式会社　トラスト総合企画
有限会社　ツールアシスト
白心開発　株式会社
有限会社　明秀
合同会社　いけだ管財
株式会社　黒部建設
ヤードホーム
株式会社ＯＵＤＯＮ
株式会社福島屋
Ａｖｅｎｉｒ　株式会社
大友企画　株式会社
株式会社　スクラム
株式会社　すや
ムラタハウジングシステム
株式会社　Ｄｅｍｏｎ・Ｄｅｍｏｎ
株式会社　悠晴
株式会社　クレバートレンド
城の森不動産　合同会社
株式会社　ＮＣクリエイト
ともまる不動産
株式会社　ＭＩＳＡパートナーズ
株式会社　ＭＧＫエステート
有限会社　東門ホーム
株式会社　トータル・ハウスマネジメント
株式会社　琉海
株式会社　Ｒｏｙａｌ　Ｈｏｕｓｉｎｇ

豊島区
千代田区
豊島区
中央区
武蔵野市
港区
江東区
大田区
目黒区
港区
新宿区
中央区
新宿区
品川区
新宿区
中央区
小金井市
渋谷区
品川区
港区
千代田区
杉並区
渋谷区
世田谷区
新宿区
新宿区
江東区
足立区
福生市
豊島区
港区
墨田区
青梅市
港区
港区
多摩市
杉並区
西多摩郡
世田谷区
千代田区
杉並区
新宿区
千代田区
調布市
港区
横浜市
横浜市
足柄下郡
大和市
川崎市
横浜市
相模原市
藤沢市
横浜市
横浜市
鎌倉市
大和市
伊勢原市
横浜市
横浜市
横浜市
横浜市
藤沢市
横浜市
新潟市
かほく市
北安曇郡
関市
各務原市
静岡市
静岡市
富士市
掛川市
静岡市
名古屋市
名古屋市
名古屋市
名古屋市
海部郡
名古屋市
名古屋市
名古屋市
名古屋市
野洲市
守山市
京都市
八幡市
京都市
京都市

ダニエルズ　合同会社
株式会社　田山不動産
株式会社　千秋商事
株式会社　ＴＮビルド
Ｔ’ｓ　ｈｏｍｅ　株式会社
檉園不動産　株式会社
デザインプラス　株式会社
株式会社　ＴＥＮ　ＫＮＯＴ　ＨＯＵＳＥ
株式会社　ＴＯＫＹＯ工務店
株式会社　東京ＴＨＡＮＫ
東研商事　株式会社
株式会社　Ｔｏｍｏｒｒｏｗ’ｓ　Ｌｉｆｅ
東洋地所　株式会社
日本東建　株式会社
日本ハウズイング　株式会社
株式会社　Ｎｅｘｔ　Ｓｔａｇｅ
株式会社　ネクストリンク
Ｈｉｇｈ　Ｇａｒｄｅｎ　株式会社
株式会社　ＨａＳｈ
株式会社　ハマーズ
株式会社　ＨＡＲＵＫＡ
合同会社　ＢＡＬＤＥＶＩ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ
株式会社　バンデパートナーズ
株式会社　Ｂｕｍｂｌｅｂｅｅ
ビークル　株式会社
株式会社　Ｂ２Ｂ　ＪＡＰＡＮ
飛進　株式会社
ひまわりホーム
株式会社　ビルドワン
株式会社　ベストライフ
株式会社　Ｍｉｌｅｎｉｎｅ
株式会社　ミラレクト
よりそい不動産　株式会社
株式会社　雷宇星音
株式会社　ラッフィナート
株式会社　リアルター・ワン
リケンエナジー　有限会社
Ｒｉｄｇｅｌｉｎｅ　Ｗｏｒｋｓ　合同会社
リバーストーン・パートナーズ　株式会社
株式会社　ＬＩＶＥＡＣＥ
株式会社　Ｌｉｂｅｒａ　Ｌｉｎｋ
株式会社　ＲＥＲＩＳＥアセット
株式会社　レイリーヴズ
わ　株式会社
ＹＮマネジメント　株式会社
株式会社　ＩＬＧ
株式会社　ＡＳＢＩＡＮＪ
株式会社　アルバ
株式会社　エターナルクエスト
株式会社　ガルニエ
株式会社　ケイマトリックス
合同会社　ＳＨＩＳＡＫＵ
湘南ロボケアセンター　株式会社
株式会社　スムージングハウス
株式会社　ｄｅｐ
パシフィック不動産　株式会社
株式会社　ホームプロダクト
株式会社　街の不動産相談所
株式会社　ＭＡＨＡＬＯ
みなとリビング　株式会社
株式会社　曜興
株式会社　楽
ランドコネクト　株式会社
株式会社　ワイズ
株式会社　まもり屋
株式会社　オオニシ工務店
株式会社　イエライフ
なるとふどうさん　株式会社
株式会社　ハッピーホーム
株式会社　あおば工房
旭特殊　株式会社
株式会社　ＡＲＣデザインワークス
株式会社　エスコーポレーション
株式会社　二輪舎
株式会社　ＨＳアドバイザーズ
株式会社　ＬＳＴハウジング
株式会社　ＧＮＯエージェント
株式会社　ＴＡＴＥ
株式会社　中日本企画
株式会社　Ｐａｒｋ　Ｉｎｎ
株式会社　バリューパートナー
株式会社　みらい
株式会社　レーヴァ
株式会社　Ｋ’ｓ　Ｈｏｍｅ
株式会社　みなみ開発
株式会社　アン
Ｎマネジメント　株式会社
株式会社　シュバルホーム
株式会社　シンセアリンク
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一般保証制度の他、法定研修会、弁済業務、各種保全制度など、保証協会の各種情報が掲載されております。

（公社）不動産保証協会ホームページ ▶▶ 検索不動産保証協会

弁済制度について
　会員業者と宅地建物取引をしたお客様が損害を受け、苦情の

解決が困難な場合には、当協会がその債権を認証することで、

被害相当額（上限あり）の払い渡しを受けることができます。

※各事案の詳細はホームページ（会員専用ページ）内
の に掲載されております。

一般保証制度の重要なお知らせ

　制度申込時の必要書類を簡素化し、法人

の「登記事項証明書」の提出が不要となりま

した。

　一般保証制度は、業界唯一の制度であり、

宅建業者にとって保全義務のない金銭を無

料で保全することで、お客様に安心をお届

けできる制度です。ご利用は無料です。この

機会にぜひご利用ください。

保証のお知らせ

一般保証制度が使いやすくなりました！！

●お客様に安心をお届けできる！
●業界唯一の宅建業法上の制度！
●先払いの手付金など、最大で1,000万円まで保証！
●契約前であっても契約後であっても保証！
●利用できるのは当協会の会員だけ！
●会員の皆様・お客様共に「無料」で利用可！

＜一般保証制度のメリット＞

※制度利用の際はお申込みが必要です。
※詳細は保証協会ホームページ（一般および会員専用ページ）をご覧ください。

■ 令和7年度　第4回弁済委員会　審査明細

件数社数審査結果

認証申出 6社 7件 37,406,600円

認　証 5社 6件 15,283,400円

否　決 1社 1件

71,026,700円令和7年度認証累計 15社 19件

金　額
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スマホの場合は、ここからアクセスしてね！

「ラビーネット不動産」では、物件の検索をはじめ、
本誌に掲載されている「不動産お役立ちQ＆A」を閲覧できます。

https://rabbynet.zennichi.or.jp/

ラビーネット不動産

月刊不動産

（一社）全国不動産協会が、
会員の皆様の業務を支援します！

会員支援
●研修事業
●損害保険代理業（火災保険提携事業者）
●全日ラビー少額短期保険株式会社
●家賃債務保証【全日ラビー保証】

相談
●不動産相談室

福利厚生
●共済事業
●宅地建物取引業総合賠償責任保険

主な会員支援制度・福利厚生事業

詳細・入会資料のご請求はこちら
入会専用フリーダイヤル

0120-04-0128
（9：30～17：30 土日祝休み）
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